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第一章  名称及び事務局 
本会は、牟礼岡小学校ＰＴＡと称し、事務局を牟礼岡小学校内に置く。 
 

第二章  目的及び活動 
本会は、保護者と教職員が協力して、家庭と学校と社会における児童の幸福で健全な成長を図るこ
とを目的とする。 
本会は、前条の目的を達成するため、次の活動を行う。  
１ 家庭と学校、保護者と教職員との結びつきを強め、児童の心身の健全な成長を図る。 
２ 家庭内外の教育環境の改善整備に努める。 
３ 会員相互の親睦を図り、研修を通して教養を高め、家庭教育、社会教育の振興に資する。 
４ その他、本会の目的達成のために必要な活動を行う。 
 

第三章  方  針 
本会は、教育を本旨とし、次の方針に従って活動する。        
１ 児童の教育並びに福祉増進のために活動し、目的を同じくする団体及び機関と協力する。 
２ 本会は、自主独立のもので、他の団体又は機関の支配及び干渉を受けない。 
３ 特定の政党又は宗教に偏ることなく、もっぱら営利を目的とする活動は行わない 
 

第四章  会  員 
本会の会員は、次の者をもって組織し、会員はすべて平等の権利と義務を有する。 
１ 牟礼岡小学校に在籍する児童の保護者 
２ 牟礼岡小学校に勤務する教職員 
 

第五章  役  員 
本会に次の役員をおく。      
１ 会長  １名 
２ 副会長 ５名（１名は教頭） 
３ 書記  １名（学校職員） 
４ 会計  ２名 
５ 監査  ２名 
６ 顧問  １名（校長） 
役員の任務は、次のとおりとする。 
１ 会長は、本会を代表し会務を統括する。 
２ 副会長は、会長を補佐し会長に事故ある時はその職務を代行する。 
３ 副会長のうち１名および書記は、会議の議事及び活動に関する重要事項を記録し、議事録・関

係文書を保管するとともに、本会の庶務を行う。 
４ 会計は、本会の会計事務にあたり、総会において決算の報告をする。 
５ 監査は、年１回以上会計事務を監査し、その結果を報告する。 
６ 顧問は、会長の相談相手となり、すべての会議に出席して意見を述べることができる。 
７ 前条第１項から第４項までの役員を総称して執行部とする。 
役員の選出及び任期は次のとおりとする。 
１ 会長・副会長は、会員の中から選出し、年度当初の総会で承認を得る。選出については、会長・

副会長選出委員会を置き、この委員会に必要な事項は別に定める。（牟礼岡小学校ＰＴＡ会長・
副会長選出委員会規則）   

２ 会計・監査は、会長が委嘱し、２月常任委員会の承認を得る。 
３ 新しい役員が選出されるまでは、前任者がその職務を遂行する。 
４ 役員の任期は１年とする。ただし再任を妨げない。 
５ 役員（職員を除く）に欠員が生じた場合は、常任委員会で選出し、役員の任期は前任者の残任

期間とする。 
役員に手当を支給することができる。支給については、役員手当規程による。  
 

第六章  機  関 
本会に次の会を置く。               
１ 総会 
２ 常任委員会 
３ 三役会 
４ 専門部会 
５ 学級委員長部会 
総会は、次のとおりとする。 
１ 総会は、本会の最高決議機関であって、全会員をもって構成する。 
２ 総会は年１回、年度初めに会長が招集して開催する。ただし、常任委員会が必要と認めた場合

は、臨時に開くことができる。 
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３ 総会は、次の事項を決議する。      
（１）会則の改廃 
（２）事業報告及び計画 
（３）決算及び予算 
（４）役員選出の承認 
（５）その他、必要な事項 
４ 総会は、会員の過半数（委任状を含む）の出席をもって成立し、決議は出席者の過半数の同意

を必要とする。 
５ 総会の議長は、会員の中から選出する。 
常任委員会は、次のとおりとする。 
１ 常任委員会は、総会に次ぐ決議機関で、会長、副会長、書記、会計、学級委員長及び専門部部

長、ならびに校長及び関係職員で構成する。 
２ 常任委員会は、会長が招集し年４回開く。ただし、必要に応じて臨時に開くことができる。 
３ 常任委員会は、委員の過半数をもって成立し、決議は出席者の過半数の同意を必要とする。 
４ 常任委員会は、次の事項を審議する。 
（１）会長・副会長候補者の選出 
（２）予算・決算の原案作成 
（３）年間活動・行事に関する事項 
（４）会則の改廃審議 
（５）諸活動・事業の計画 
（６）その他、緊急な事項 
５ 必要に応じ小委員会を構成し、各項を審議することができる。 
三役会は、次のとおりとする。 
１ 三役会は、会長・副会長・会計で構成し、必要に応じ関係者を加えることができる。２ 三役

会は、総会及び常任委員会に提案する議案や、常任委員会で委任された議案について協議する。 
３ 三役会は、必要に応じて開催する。 
本会の活動を推進するため、次の部をおく。 
１ 本会は、学級委員長部・研修部・事業部・生活保体部の４つの専門部を置くこととする。 
２ 学級委員長部は、学級ＰＴＡで選出された学級委員長・副委員長で構成する。 
３ 各専門部は、クラス部員及び関係職員で構成され、学級ＰＴＡで選出された学級委員の互選に

より、部長１名・副部長２名をおく。 
４ 会員（ＰＴＡ三役を除く）はいずれかの部に所属し、教師側は書記を務める。 
５ 各部会は、会長の承認のもと必要に応じ部長が招集し、部会で決議された事項は速やかに実行

する。なお、重要事項は常任委員会または総会で審議する。 
６ 各部の任務は次のとおりとする。 
（１）研修部は次の事項を司る。 
  ア 会員の研修・家庭教育に関する事項 
  イ 文化活動に関する事項 
  ウ 広報に関する事項 
  エ その他必要な事項 
（２）事業部は次の事項を司る。 
  ア 財産獲得を伴う教育環境改善の諸事業に関する事項 
  イ その他必要な事項 
（３）生活保体部は次の事項を司る。 
  ア 児童の日常生活に関する事項 
  イ 児童の安全に関する事項 
  ウ 児童の保健・体位・体力に関する事項 
  エ 会員の保健・体力保持増進に関する事項 
  オ その他必要な事項 
（４）学級委員長部は次の事項を司る。 
  ア 学級ＰＴＡの運営に関する事項 
  イ 他の専門部会との連絡調整に関する事項 
  ウ その他必要な事項 
学級ＰＴＡは、学級委員長・副委員長を中心に学級担任と学級活動の共通の問題を話し合 
い協力して活動の充実を図る。 
１ 学級ＰＴＡは次の事項を司る。 
（１）児童の健全な成長、会員の活動に関する事項 
（２）学級活動の企画運営、専門部との連携・協力に関する事項 
（３）その他必要な事項 
 

第七章  会  計 
本会の会計は次の方法による。 
１ 本会の経費は、会費及びその他の収入をもってこれにあてる 
２ 会費の金額及び徴収方法は、総会の議決によるものとする。 
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（附則） 

３ 本会の会計は、総会において承認された予算に基づいて執行するものとする。 
４ 事業益金は、別途会計とする。 
５ 本会の決算は、会計監査を経て総会に報告し、承認を得なければならない。 
６ この会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。 
 
 

第八章  管  理 
本会に次の帳簿を置く。 
１ 会則及び規程 
２ 会議録 
３ 会計簿 
４ 役員及び会員名簿 
５ その他必要なもの 
 

第九章  雑  則 
本会会則の改廃は、常任委員会の審議を経て、総会で承認を得なければならない。 
本会の会則を施行するに必要な事項は、常任委員会で定める。 
旅費規程、慶弔規程は別に定める。 
 
１ この会則は、昭和６３年４月２０日から施行する。 
２ 第１５条は、平成１８年５月２日削除  
３ この会則は、平成１９年５月２日から施行する。 
４ この会則は、平成２３年５月６日から施行する。 
５ この会則は、平成２７年５月６日から施行する。 
６ この会則は、平成２８年４月２７日から施行する。 
７ この会則は、平成２９年４月２６日から施行する。 
８ この会則は、平成３０年４月２５日から施行する。 
９ この会則は、令和２年５月２５日から施行する。 
10 この会則は、令和３年４月１日から施行する。 

 
牟礼岡小学校ＰＴＡ会長･副会長選出委員会規則（案） 
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附則 

（趣旨） 
この規則は、牟礼岡小学校ＰＴＡ会則第８条第１項の規定に基づき、牟礼岡小学校ＰＴＡ会長・副 
会長選出委員会（以下「委員会」と略称する）に関し、必要な事項を定める。 
 
（構成） 
１ 委員会は、各学級副委員長（ただし、1 年生学級副委員長は除く）の互選により５名、ＰＴＡ副 
 会長１名（教頭）、ＰＴＡ会長の合計7 名の委員で構成する。 
２ 委員が会長・副会長候補となった場合は、その選出母体より代わりの委員を出すこととする。 
３ 委員の中から正副委員長各１名を選出する。 
４ 委員長は毎年１１月に委員会を招集し、委員会は会長・副会長の選出終了をもって解散する。 
 
（役割） 
委員会は、会長・副会長選出に関するすべての事柄を行う。 
 
（手続き） 
１ 委員会は、２月までに会長・副会長の候補者を募らなければならない。 
（１） 会長について候補者がいない場合は、５年の保護者から選出する。 
（２） 副会長について候補者が定数に満たない場合は、決まっている候補者も含め、３・４年の保

護者から均等に選出する。均等にならない場合は４年の保護者から選出する。なお、候補者が
決まらない場合には、常任委員会にて協議する。 

２ 委員会は、候補者を常任委員会の審議を経て、総会の承認を得なければならない。 
 
１ この規則は、平成１７年５月２日から施行する。 
２ この規則は、平成２２年５月７日から施行する。 
３ この規則は、平成２５年４月２６日から施行する。 
４ この規則は、平成２７年５月６日から施行する。 
５ この会則は、平成２８年４月２７日から施行する。 
６ この会則は、平成２９年４月２６日から施行する。 
７ この会則は、平成３１年４月２４日から施行する。 

 
 
 



牟礼岡小学校ＰＴＡ役員手当規程 
第１条 
第２条 

 
 
 
 
 
 

附則 

牟礼岡小学校ＰＴＡ会則第五章第９条の規定に基づき、役員に手当てを支給する場合この規程による。 
役員手当は次のとおりとする 
１   会長        １０，０００円 
２   副会長        ７，０００円 
３   書記         ５，０００円 
４   会計         ５，０００円 
５   監査         １，０００円 
 
１ この規定は、昭和６３年４月２０日から施行する 
２ この規定は、平成２３年５月６日から施行する。 
３ この会則は、平成２８年４月２７日から施行する。 

牟礼岡小学校ＰＴＡ旅費規程 
第１条 
第２条 
第３条 

 
 
 
 
 
 
 

第４条 
 
 

附則 

会員が本会を代表し、関係団体等の会合及び研修に出席した場合は、本規程により旅費を支給する。
当該団体から交通費を支給された場合は、前条の規定を適用しない。 
旅費は、次のとおりとする。 
１ 吉田・吉野地区              ５００円 
２ １を除く鹿児島市           １，２００円 
３ 鹿児島市及び離島を除く鹿児島県内   ２，０００円 
４ 離島及び鹿児島県外          交通費実費と宿泊料 
５ 会合場所に無料駐車施設がなく、有料駐車施設を利用した場合は利用時間に見合う料金を別途支

給する。 
６  緊急な場合及び特殊な事情の場合の出張は、会長が先決する。 
出席後、代表者が提出する参加者名簿をもって旅費を申請し、会計は報告書に基づき学期ごとに清算 
する。本規程第３条第４項及び第５項においては、領収書を添付する。 
 
１ この規定は、平成２３年４月２６日から施行する 
２ この規定は、平成２７年５月８日から施行する。 

 
 

牟礼岡小学校ＰＴＡ慶弔規程 
 

第１条 
第２条 
第３条 

 
 

第４条 
 

第５条 
第６条 
第７条 
第８条 

 
細則 

 
 
 
 

附則 

第一章  弔慰規程 
会員又は児童が死亡した場合、弔慰金５，０００円と弔電をおくり、代表が会葬するものとする。 
会員又は児童が１ヶ月以上入院した場合、見舞金３，０００円をおくる。 
本規程は原則を示すもので、事情により勘案することができる。 

第二章  慶事規程 
 

牟礼岡小学校ＰＴＡの運営に貢献し、特にその功績が顕著であった個人及び団体に対し、その熱意と 
努力に報いるために表彰する。 
表彰に値すると認められる者があるときは、常任委員会の審議を経て会長が決定する。 
表彰はＰＴＡ総会において行う。ただし、必要な場合は臨時に行うことができる。 
表彰は賞状をもって行う。また、記念品を贈ることができる。 
この規程で定めるもののほか、必要な事項は細則で別に定める。 
 
１ ＰＴＡ会員及び本校職員で、その任にあった者が役員(会長・副会長)退任時に適用する。 
２ このほか、真に表彰に値すると認められた者は、表彰することができる。 
３ 本校の職員で、退任・転任する場合には、勤続１年以内は2,000 円・勤続２年以上は１年につき

1,000 円を加算し記念品を贈ることができる。ただし、最高限度5,000 円とする。 
 
この規定は昭和６３年４月２０日から施行する。 
この規定は平成３１年４月２４日から施行する。 

 


